
うち当該事業
当期経常増減額 60,169 3,814

経常収益 1,165,652 48,685

916,684 41,828

0 0

1,105,483 -
969,303 28,460

うち人件費 904,190 15,868
114,482 -

うち管理費 79,847 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

18,970 -
41,198 -

0 -

771,469 -

当期増加額 41,198 -

0 0

当期減少額 0 -

812,667 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 ㈱三ツワフロンテック 370,650
特定契約 委託 ㈱シマケン 483,840
特定契約 物品購入 ㈱日立ハイテクフィールディング 188,979

件数 金額

うち 都からの委託料

項目
収支

団体　計

【都との特命随意契約の概要】
分析予定本数：硫黄分析8,000本、ガスクロ分析8,000本、クマリン分析500本

ガスクロ分析装置の保守点検委託

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

東京都の「不正軽油撲滅作戦」に協力するため、軽油引取税の試料検体である検税軽油
の成分検査業務を受託している。また、他府県からも同様に分析を受託している。

軽油分析受託事業
【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名：石油製品の分析業務の委託（単価契約）

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）

微量硫黄分析装置の保守点検委託

クマリン保守部品の購入3

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕
No.

2

うち 都からの補助金等

管理費

契約件名
1

法人税等（再掲）
経常外費用

経常費用
事業費

うち 都からの補助金等

経常外収益



うち当該事業
当期経常増減額 60,169 30,508

経常収益 1,165,652 473,560

916,684 473,521

0 0

1,105,483 -
969,303 396,553

うち人件費 904,190 388,185
114,482 -

うち管理費 79,847 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

18,970 -
41,198 -

0 -

771,469 -

当期増加額 41,198 -

0 0

当期減少額 0 -

812,667 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 賃貸借 ㈱新井商事不動産社 1,577,100

件数 金額

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

１　事業（施設）名

自動車税業務受託事業
【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名：東京都都税総合事務センターにおける業務の委託

２　事業（施設）概要

自動車税事務所の申告受付業務等を受託している。

【都との特命随意契約の概要】
自動車税事務所における申告書の受付、照合確認、電算入力、電話照会応答等の業務
受託。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕
No. 契約件名
1 足立事業所における会議室の賃貸借契約

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



うち当該事業
当期経常増減額 60,169 3,059

経常収益 1,165,652 177,139

916,684 177,106

0 0

1,105,483 -
969,303 158,368

うち人件費 904,190 157,058
114,482 -

うち管理費 79,847 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

18,970 -
41,198 -

0 -

771,469 -

当期増加額 41,198 -

0 0

当期減少額 0 -

812,667 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

１　事業（施設）名

電話交換業務受託事業
【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名：千代田外２０都税事務所電話交換業務の委託

２　事業（施設）概要

各都税事務所の電話交換業務を受託している。

【都との特命随意契約の概要】
都税事務所において、その場所の執務時間にあわせて電話交換業務をおこなう。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕
No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



うち当該事業
当期経常増減額 60,169 0

経常収益 1,165,652 174,953

916,684 174,953

0 0

1,105,483 -
969,303 162,182

うち人件費 904,190 144,222
114,482 -

うち管理費 79,847 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

18,970 -
41,198 -

0 -

771,469 -

当期増加額 41,198 -

0 0

当期減少額 0 -

812,667 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

１　事業（施設）名

研修事業受託事業
【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名：税務職員研修及び実務実習業務の委託

２　事業（施設）概要

主税局研修、実務実習実施計画に掲げる研修等の実施運営を受託している。

【都との特命随意契約の概要】
教材作成、講師選定、会場確保をおこない、主税局研修所等において研修を実施をする。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料
費用弁償契約につき、精算後の確定委託料を計上してい
る。

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕
No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



うち当該事業
当期経常増減額 60,169 0

経常収益 1,165,652 49,276

916,684 49,276

0 0

1,105,483 -
969,303 39,686

うち人件費 904,190 39,686
114,482 -

うち管理費 79,847 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

18,970 -
41,198 -

0 -

771,469 -

当期増加額 41,198 -

0 0

当期減少額 0 -

812,667 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

１　事業（施設）名

電話交換業務受託事業
【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名：墨田外２都税事務所電話交換業務の委託

２　事業（施設）概要

各都税事務所の電話交換業務を受託している。

【都との特命随意契約の概要】
都税事務所において、その場所の執務時間にあわせて電話交換業務をおこなう。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料
費用弁償契約につき、精算後の確定委託料を計上してい
る。

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕
No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件


